
Newsletter Safety & Sustainability

8

■お問い合わせ
*禁無断転載複写：　ニュースレター掲載記事の複写、転訳載、磁気媒体等の入力は、発行者の承諾なしには出来ません

国立研究開発法人
産業技術総合研究所　安全科学研究部門
〒305‐8569　　茨城県つくば市小野川16‐1
Phone  029-861-8452　  FAX  029-861-8422
E-mail: webmaster_riss-ml@aist.go.jp
URL:httpｓ://www.aist-riss.jp/

2017年8月20日発行　
RISS Newsletter： Safety & Sustainability　第29号

発　行　者 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 安全科学研究部門
企画・編集 安全科学研究部門広報グループ

AIST08-E000021-29

新研究員紹介

編集後記

リスク評価戦略グループ　眞野浩行
　４月より安全科学研究部門に着任しました眞野です。筑波大学に入学して以降、か
れこれ、つくばに20年ほど住んでいます。大学時代には野原だった場所に、つくばエ
クスプレスの効果もあってか、次々とお店ができて、今ではだいぶ便利になったなあ
と感じます。産総研に入所する前は、国立環境研究所の環境リスク研究センター（現 
環境リスク・健康研究センター）に５年、土木研究所の水環境研究グループ水質チー
ムに５年おりました。国環研では化学物質の生態影響に関する研究、土研では下水処
理水の生態影響や水生生物に対する下水再生水の安全性を評価する研究に取り組んで
きました。これらの研究では、ミジンコなどの試験生物を使ったばく露試験を行って
きました。今後は、試験生物を用いた実験的な手法を用いて、化学物質の複合ばく露
や排水の生態影響評価に関する研究に取り組んでいきたいと考えています。どうぞよ
ろしくお願いいたします。

　皆さま、はじめまして。本年度４月より安全科学研究部門のリスク評価戦略グルー
プに配属になりました、岩﨑雄一と申します。産総研に入って、人生で初めて新人研
修というものを受け、なにやら（中の人にも同期にも）おもしろい人たちが結構いらっ
しゃり、思いのほか楽しくワクワクしました。負けじと精一杯精進したいと思います。
　私は、これまでに亜鉛や銅といった金属類が河川水中に（高い濃度で）存在すると「生
物相にどのような影響を及ぼすのか？」や「では、どの程度の濃度なら許容可能なの
か？」といったような問いをテーマとして、野外調査や数理・統計モデリングに中心
に研究を行ってきました。
　産総研では、「使われてなんぼ」の実践的な生態リスク評価をより意識して、野外デー
タを利用した生態リスク評価研究を中心に取り組み、国際的な視野をもって研究成果
の社会実装を試みていきたいと考えております。今後とも皆さまのご指導、ご鞭撻の
ほど、よろしくお願い申し上げます。

リスク評価戦略グループ　岩﨑雄一

　本田一匡前研究部門長（現産総研西
事業所長）が本年３月末に定年退職を

迎えたため、４月に部門長等の部門幹部の人事異動がありま
した。今号は４月に新部門長に就任した緒方雄二部門長のイ
ンタビューや４月に新設された研究ラボ（IDEAラボ）が目指

すものを中心とした構成としました。新研究員２名の紹介を含
め、全体としては皆様へのご挨拶・自己紹介といった内容を主
にまとめております。緒方部門長の巻頭言とインタビューから今
後の部門の方向性を読み取っていただけると幸いです。

（若林　記）

今年４月に部門長を拝命しました。本田前部門長に引き続き、皆さまのご指導・ご鞭撻をよろ
しくお願いします。安全科学研究部門は、設立されて今年で１０年目になります。１０年ひと昔前と
の言葉もありますが、３つの研究センターが統合され安全科学研究部門が設立されたのが最近の
ことの様に思われます。

安全科学研究部門は、現在、エネルギー・環境領域に所属し、環境・安全技術「リスク評価
からリスク・トレードオフ、リスクコミュニケーションへ」を担当しています。化学物質や材料、エ
ネルギーを適切に利用するためのリスク評価・管理手法を開発するとともに、産業事故の防止及
び被害低減化に向けた技術開発を行っています。これらの研究は、国民生活・産業基盤を支える
重要な研究課題です。安全科学研究部門では、このミッションを遂行するために、２つの部門重
点課題を選定し、研究開発を実施しています。
①安全管理政策に資するリスク評価研究：産業と環境が共生する社会の実現に向けて、化学物

質や材料、エネルギーを適切に利用することで環境リスクやフィジカルリスクを低減することを
目標とした研究開発を実施しています。この研究開発では、環境リスクやフィジカルリスクを評
価し、管理手法の研究開発を行い、行政・企業等の社会ニーズに対応しています。また、リス
ク評価手法の国際化にも対応して進めています。

②鉱工業のイノベーションを支えるリスク評価技術の開発：この研究課題では、産業と環境が共
生する社会の実現に向けて、化学物質や材料、エネルギー・環境評価等のイノベーションを支える
産業から地球規模のリスク評価・管理手法を開発するとともに、産業の安全及びリスク低減化
に向けた評価技術の開発を行います。これらの研究成果は、橋渡し研究として期待されています。
冒頭に戻りますが、安全科学研究部門が設立され１０年目になりますが、この間に、東日本大

震災を経験し、社会情勢も大きく変化しました。また、産総研を取り巻く研究環境も同様に変化
しました。安全研究では、「想定外」はなく、適切な安全性評価が要求されています。安全科学
研究部門の目指す社会は、持続的成長可能な社会で、国民が安全・安心に暮らせる社会の実現
です。これの実現に向けた研究開発は、進めています。リスク評価研究では、産業と環境が共生
できる社会でリスク選択社会の実現を目指しています。また、新しい技術等が開発され、その技
術が社会で受け入れられるためには、安全・安心な技術であり、社会受容性を評価することが重
要になります。これらの評価研究は、開発された技術を社会へ「橋渡し」するために、必要な評
価研究になります。今後の安全科学研究部門の進展にご期待して頂ければと思いますので、よろ
しくお願いします。

安全科学研究部門の目指す社会

安全科学研究部門長
緒方雄二
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特集1：緒方雄二研究部門長に聞く
　　　  本年４月に就任した緒方部門長にインタビューしました。
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あります。さらに言えば部門にこだわる必要もありません。

とにかく、安全科学研究部門の研究員には、今の自分が信念

をもってやっていることをやってほしいです。個人が自分で

自信を持って進んでいかなければ、いくら予算をとってきて

研究しても無駄になるような気がします。「地味な研究を進

める」というのも、私たちは「はやり」を追うのでなく、もっ

とベースのところをやっているのですから、そこをちゃんと

やってほしいということなのです。

Q：安全科学研究部門は設立以来10年目を迎えています。

今後も維持・継続していくべきことと、変えるべきものにつ

いてお考えをお聞かせください。

　研究の方向性については、安全科学研究部門の方針とし

て、「安全管理政策に資するリスク評価研究」と「鉱工業の

イノベーションを支えるリスク評価技術の開発」があり、こ

の方針で４期は進めていくということになると思いますが、

５期についてはこれから皆さんのご意見を聞きながら議論し

ていきたいと考えています。最終目標は、2030年に個人リ

スク選択社会を実現させるということになっているのです

が、2030年と言えばあと約10年後ですので、もう現実に近

くなっています。従って、研究の方向性について現実に合っ

た方向で実際何が必要なのかを議論していく必要があると思

います。研究の方向性もロードマップも必要に応じて修正す

べきだと思います。社会に貢献するためには、私たちが現状

に固執する必要はなく、社会の動向と要請に対応しながらそ

れに合わせて柔軟に変えてよいかと思います。

Q：３部門（リスク評価、LCA、爆発）が合併してからも

10年目ですが、融合研究などの取り組みの状況はいかがで

しょうか？

　爆発分野も含め、世の流れとしてはハザード評価からリス

クベース評価へと少しずつ変わってきていると思います。ハ

ザード評価研究は、重要な研究ですが大きな予算が必要にな

ります。ただ、水素ステーションの安全性について、多くの

人が今でも「ゼロリスク」を求めているように思われます。

ハザード評価からリスク評価へという流れはありますが、そ

れとともに、市民の方にリスク評価を理解してもらうように

することが課題だと思います。これは、先の「個人リスク選

択社会」の実現に向けての課題でもあるのだと思います。安

全科学研究部門は合併後10年を迎えたのですが、やはりそ

れぞれ研究の内容が違うので十分に融合が進んでいるわけで

はないと思います。ただ、お互い協力できるところは協力す

るというかたちで進めていますし、特に若い人はそのことに

ほとんど違和感がないように思います。まずはお互いに知り

合うことが大事だと思いますので、そういう機会をつくるよ

うにしています。今も３つのセンターがまったく融合してい

ないということではなく、リスク評価という考え方を基盤と

した複数の融合テーマがあり、今後もテーマとしては融合を

進めていけると思います。安全科学研究部門では、リスクト

レードオフ、リスクコミュニケーション、社会受容性が研究

の重要なキーワードになると思います。

Q：趣味などご自身のことについてもお聞かせください。

　最近趣味で小さなバイクに乗っています。たまに近場で乗

るくらいですけれど。昔はバイクで遠出もしてました。学生

の頃にナナハンで九州を一周したこともありました。

Q：最後に読者へのメッセージをお願いします。

　安全科学研究部門には、リスク、爆発、LCAと安全分野の

評価研究を実施しています。もしそれらに関して何かあれ

ば、遠慮なく相談してほしいですね。

Q：まずはご経歴についてうかがわせていただけますか？

　1985年に九州大学工学部資源工学科を卒業し、昔の工業

技術院公害資源研究所に入所しました。入所当時は主に九州

センターで鉱山保安研究、特に、炭鉱用爆薬の安全性研究を

行っていました。その後、九州の石炭鉱山は閉山で少なくな

り、当時北海道と九州にあった石炭鉱山研究センターも縮小

され、他の研究員とともにつくばに移ってきました。

Q：部門長の仕事について感想等お聞かせいただけますか？

　部門長になってまだ２か月なのですがなかなか慣れませ

ん。責任の重さを感じ、日々格闘しているというのが本音で

す。特に評価ではこういう判断をしていいのかと難しいこと

もありますね。また、新規採用もなかなか人を採れないし、

部門の現場にも人が少ないという厳しい現状があります。少

しずつ補強すると同時に、５期への道筋も考えていかなけれ

ばならないと考えています。

Q：部門ウェブページのごあいさつには、人工知能等派手な

研究に対比して、地味な研究を進める旨、書かれています。

その想いを聞かせてください。

　安全研究というのは「はやり」を追い求めるのではなく、

常に地道な研究をしていかなければならないということで

す。理事長も、安全研究は１丁目１番地だとは言って頂いて

いると聞いていますが、恒常的に人と予算をつけてくださる

わけではありません。大きな事故があったりすると注目され

ますが、事故がおこってからでは遅いのです。研究者の側

も、この研究が重要で、これがなくなったらどうするんだ、

と主張していかなければならないと思います。また、人がな

かなか採れないので、技術の伝承も問題になってきていると

感じます。これは安全科学研究部門に限ったことではなく、

安全・環境分野全体の問題であり、そこはちょっと危惧して

いるところです。やはり、問題がおきた時に対応する研究者

がいないというような事態にならないように、「はやり」を

追い求めるのではなく、継承して、時代に必要な研究を進め

ていく必要があると思います。

Q：第４期の目標に掲げられている「橋渡し研究」について

はどのようにお考えでしょうか？

　橋渡しというのはやはり重要だと考えています。産総研は

公的な研究機関なので、アウトプットを国民に提供しなけれ

ばいけません。ただ、製造分野とは違って、私たちが何か製

品を開発するというのではなく、目には見えないけれども、

国民の安全・健康に貢献するということがわれわれの橋渡し

だと思っています。例えば、リスク評価、爆発安全関係で、

法令の改正などにつながっていくというのは、もちろん安

全・安心な社会を作るためということですので、かたちに

なっていると思います。

Q：第４期は、産総研の方針で外部資金を多く獲得するよう

にとの方針が掲げられていますが、 安全科学研究部門の状況

はいかがでしょうか？

　安全科学研究部門では毎年目標額を定めて、民間資金の獲

得を目指しています。残念ながら昨年度はその目標は達成し

ていませんが、目標額の７－８割は獲得しましたので、皆さ

んには努力していただいているのだと思います。ハードルの

高い目標ですが、今年度も目標額達成に向け努力する方針で

す。最近、民間企業からの問い合わせ、特にコンサル業務に

ついての問い合わせが、リスクの評価、特にナノリスクや爆

発関係で多くなってきています。

Q：産総研の方針として論文執筆や外部資金獲得など研究員

には種々の期待がありますが、安全科学研究部門の研究員に

特に期待することは何でしょうか？

　特にどれかというわけではなくて、多分それぞれの人に

よって得意な分野があると思うんです。例えば論文を書くの

がすごくうまい人とか、予算を取ってくるのが非常にうまい

人とか、それをそれぞれのところで評価するという方針にな

ると思います。産総研の方針である橋渡し、われわれの場

合、安全をどう担保するかということを念頭に、それに沿う

ようなかたちでいろんな方向から考えて、それをうまくまと

めていければ、多分良い方向に持っていけると思います。一

人一人ですべてを行うのには限界がありますが、大学と違っ

て私たちはチーム、グループ、部門として対応できることが
インタビューを終えて（左　井上和也、中央　緒方雄二 部門長、
右　歌川学）

（2017年6月2日、聞き手：歌川学、井上和也）



Newsletter Safety & Sustainability

2

特集1：緒方雄二研究部門長に聞く
　　　  本年４月に就任した緒方部門長にインタビューしました。

3

あります。さらに言えば部門にこだわる必要もありません。

とにかく、安全科学研究部門の研究員には、今の自分が信念

をもってやっていることをやってほしいです。個人が自分で

自信を持って進んでいかなければ、いくら予算をとってきて

研究しても無駄になるような気がします。「地味な研究を進

める」というのも、私たちは「はやり」を追うのでなく、もっ

とベースのところをやっているのですから、そこをちゃんと

やってほしいということなのです。

Q：安全科学研究部門は設立以来10年目を迎えています。

今後も維持・継続していくべきことと、変えるべきものにつ

いてお考えをお聞かせください。

　研究の方向性については、安全科学研究部門の方針とし

て、「安全管理政策に資するリスク評価研究」と「鉱工業の

イノベーションを支えるリスク評価技術の開発」があり、こ

の方針で４期は進めていくということになると思いますが、

５期についてはこれから皆さんのご意見を聞きながら議論し

ていきたいと考えています。最終目標は、2030年に個人リ

スク選択社会を実現させるということになっているのです

が、2030年と言えばあと約10年後ですので、もう現実に近

くなっています。従って、研究の方向性について現実に合っ

た方向で実際何が必要なのかを議論していく必要があると思

います。研究の方向性もロードマップも必要に応じて修正す

べきだと思います。社会に貢献するためには、私たちが現状

に固執する必要はなく、社会の動向と要請に対応しながらそ

れに合わせて柔軟に変えてよいかと思います。

Q：３部門（リスク評価、LCA、爆発）が合併してからも

10年目ですが、融合研究などの取り組みの状況はいかがで

しょうか？

　爆発分野も含め、世の流れとしてはハザード評価からリス

クベース評価へと少しずつ変わってきていると思います。ハ

ザード評価研究は、重要な研究ですが大きな予算が必要にな

ります。ただ、水素ステーションの安全性について、多くの

人が今でも「ゼロリスク」を求めているように思われます。

ハザード評価からリスク評価へという流れはありますが、そ

れとともに、市民の方にリスク評価を理解してもらうように

することが課題だと思います。これは、先の「個人リスク選

択社会」の実現に向けての課題でもあるのだと思います。安

全科学研究部門は合併後10年を迎えたのですが、やはりそ

れぞれ研究の内容が違うので十分に融合が進んでいるわけで

はないと思います。ただ、お互い協力できるところは協力す

るというかたちで進めていますし、特に若い人はそのことに

ほとんど違和感がないように思います。まずはお互いに知り

合うことが大事だと思いますので、そういう機会をつくるよ

うにしています。今も３つのセンターがまったく融合してい

ないということではなく、リスク評価という考え方を基盤と

した複数の融合テーマがあり、今後もテーマとしては融合を

進めていけると思います。安全科学研究部門では、リスクト

レードオフ、リスクコミュニケーション、社会受容性が研究

の重要なキーワードになると思います。
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インタビューを終えて（左　井上和也、中央　緒方雄二 部門長、
右　歌川学）

（2017年6月2日、聞き手：歌川学、井上和也）
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シリーズ部門内科研費
共創的電力システムのためのインセンティブ研究

1．はじめに
2017年４月に安全科学研究部門にIDEAラボを設立しまし

た。ラボは第４期から呼称であり、組織としてはバーチャルな
ものです。ラボ員は研究員10名、契約職員８名でスタートしま
した。研究員は私だけが専属で、他の研究員の皆さんとはプロ
ジェクトを協働しながら進めていく形になります。

2．設立の背景と意義
欧州委員会をはじめとする世界各国では、ライフサイクル思

考（製品やサービスにかかわる採掘、デザイン、製造、使用、
リサイクル又は廃棄といったライフサイクル全体にかかわる影響
全般を考慮する思考）に基づいた産業技術の環境政策が進め
られています。これらの政策を実施する基盤として、全ての製
品の環境負荷・環境影響などの総合的なデータベースであるラ
イフサイクルインベントリデータベースの役割が非常に大きく
なって来ています。こうした背景の中、UNEP（国連環境計画）
を中心に世界の14ヶ国が参加してライフサイクルインベントリ
データベースの国際的なネットワーク化と相互利用を目的とし
た “グローバルLCAデータアクセスネットワーク(GLAD)” が
設立され、2018年度の本格運用に向けてその活動を活発化し
ています。我が国最大かつ世界最大級のライフサイクルイン
ベントリデータベースであるIDEA (Inventory Database for 
Environmental Analysis)は、経済産業省の支援を受け、日
本の代表としてGLADに参加することになりました。これらの活
動と同時に、韓国、タイをはじめとしたアジア地域では、IDEA
のデータ作成方法を自国で展開する国際連携も始まっています。
IDEAの日本代表という立場を明確にし、さらにアジア地域のイ
ンベントリデータベースのデファクト化に向けた更なる国際的地
位向上のために、IDEAに特化した窓口的な組織の設置が必要
となりました。上記に加え、研究現場において、研究開発中の
技術の環境適合性をLCAによって評価するニーズが高まってお
り、ナショナルプロジェクトにおいてもLCAが組み込まれるケー
スが増えています。また、企業や産総研内の新材料や新技術
開発現場から、特にインベントリデータ作成を伴う環境負荷分
析の共同提案や共同実施の申し込みが多く、産総研内でも
LCA研究者と新技術の開発者が早い段階より協働してLCAに
取り組むことで、IDEAそのものの精度向上のみならず、新技
術開発へのLCAのフィードバックやLCA視点を含めた技術の橋
渡しなどの利点が期待されています。

これらのニーズの高まりに対応するために、産総研横断的な
組織としてIDEAラボを設立させました。IDEAラボとして、日本
のインベントリデータベース拠点の海外からの見える化、新材
料・技術評価手法のデファクト化により、国際連携やプロジェ
クト共同研究を促進するとともに、LCAの視点を備えた新技術
を提供することで、我が国の産業の国際競争力向上に寄与して
いきたいと思っています。

3．IDEAラボがこれから目指すもの
3.1．データベースの国際連携

各国政府の政策の実施を実現するために、インベントリデー
タベースの国際連携を進めていきます。具体的には、GLADの
活動において技術的な議論に参加して国際協調に貢献します。
また、IDEAを基礎としたアジア版IDEAの構築や、アジア各国
のデータベース構築に技術的な協力も行い、アジア各国でイン
ベントリデータを利用可能にして行きたいと考えています。
3.2．材料・技術評価への展開

研究開発現場と協働することによる、新材料・新技術のLCA
を積極的に進めていき、科学的エビデンスを持ち合わせた新材
料・新技術の開発の推進と、それらの実用化に向けた支援を
行っていきます。無論、現在稼働している技術や販売されてい
る製品の評価も引き続き行っていきます。また、インベントリ
データベースの情報に生産量の情報を付加することで、日本の
物量連関が評価可能なIDEAマトリックスを作成しています。こ
のIDEAマトリックスを活用しながら、新材料・新技術の影響に
よる産業変化や社会・経済変化を評価していきます。ケースス
タディーを積み上げることで、新材料や新技術の評価方法の確
立を目指します。

4．おわりに
IDEAラボのミッションは国内外の連携と技術評価の実施と方

法論の確立です。企業の皆様や大学・研究所の皆様と連携し、
インベントリデータやLCAの発展に貢献していきたいと思ってい
ます。技術相談、技術コンサル、共同研究の相談など、お気
軽にお問い合わせください。

IDEAラボのロゴ▲
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IDEAラボ　ラボ長　田原聖隆

特集2：IDEAラボが目指すもの

社会とLCA研究グループ　本田智則

　2013年４月「電力システムに関する改革方針」が閣議決定

され、「電力の完全自由化」と「発送電を分離の方針」が示さ

れました。実現の過程で懸念される「電気料金の最大限の抑

制」の方針も併せて示され、その実現手段として「電力取引市

場」の活用が挙げられました。

　「市場」には本質的に価格調整機能、それに伴う需給調整機

能が備わっており、電力取引市場の活性化が上記方針の実現

に寄与することが期待されています。しかし、電力の市場取引

においては通常の「財」の取引とは異なり、同時同量制約（発

電量と消費電力量が常に同じでなければいけない）、電源の多

様性確保といった制約が存在します。このような制約や規制が

存在する市場においては、取引市場を設置しただけでは、取引

量（流動性）を維持することは困難となってしまいます。

　実際、2000年に発生した米国カリフォルニア州における電

力危機は、電力取引の流動性が確保されないまま自由化を進

めたことがその発生要因の一つとして挙げられており、電力取

引市場の制度設計に問題があったことが指摘されています。ま

た、消費者にとって「電力」は、電源の種別に寄らず同質であり、

基本的に電源の種類は需要家側の選択に影響を与えづらいと

いう課題もあります。そのため、完全に自由化された市場にお

いて電力取引を行った場合、最もコストの安い電源のみが残り、

その他の電源は市場から淘汰されてしまいます。しかし、エネ

ルギーセキュリティーの観点からは単に価格の安い電源のみを

維持することは問題であり、電源の多様性確保は不可欠な要素

でもあります。また、日本が地球温暖化に対応することは国際

公約として宣言されており、再生可能エネルギーの普及は急務

となっています。

　以上から、将来の日本の電力システム、特に再生可能エネル

ギーを主体とした低環境負荷型分散電力システムを構築してい

くためには、電源種別に応じたインセンティブを考慮に入れた制

度設計に関する研究、及び制度を社会実装するためのシステム

研究を行うことが求められています。そこで、本研究では自由

化電力市場における売買電がどのようにおこなわれるかについ

て、実験経済学の手法を用いてその基礎的な知見の検討を行

いました。

　実験経済学は、複数の被験者に実験室内で様々な財の売買

を実際に行ってもらうことで市場における財のやりとりがどのよ

うに行われるかを検証する手法です。本研究では、実験室の中

で電力を売買する市場を構築し、太陽光発電等の分散電源で

発電された電力を市場で取引した場合にどのような振る舞いが

見られるかを検証しました。ここでは２つの住宅地の間が1本

の連携線で接続されていると仮定したとき、相互の電力がどの

ように融通されるかを検証しました。その結果、電源が分散化

された場合、単一の住宅地内で電力が取引された場合に比べ

て社会的余剰、約定量が減少することが確認されました。

　これは、当初予想された通りの結果ではあるものの、電力取

引市場が一般的な金融市場よりも効率性が悪化することを示唆

する重要な知見となりました。得られた知見に基づき、2014

年度からJST科研費基盤Aの獲得でき、より発展的な研究の推

進へと繋がりました。

図　実験室内に想定された電力取引事例
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4．おわりに
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IDEAラボのロゴ▲
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IDEAラボ　ラボ長　田原聖隆

特集2：IDEAラボが目指すもの

社会とLCA研究グループ　本田智則

　2013年４月「電力システムに関する改革方針」が閣議決定

され、「電力の完全自由化」と「発送電を分離の方針」が示さ

れました。実現の過程で懸念される「電気料金の最大限の抑

制」の方針も併せて示され、その実現手段として「電力取引市

場」の活用が挙げられました。

　「市場」には本質的に価格調整機能、それに伴う需給調整機

能が備わっており、電力取引市場の活性化が上記方針の実現

に寄与することが期待されています。しかし、電力の市場取引

においては通常の「財」の取引とは異なり、同時同量制約（発

電量と消費電力量が常に同じでなければいけない）、電源の多
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する重要な知見となりました。得られた知見に基づき、2014

年度からJST科研費基盤Aの獲得でき、より発展的な研究の推
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図　実験室内に想定された電力取引事例
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爆発安全研究グループは、爆発衝撃研究グループと高エネ

ルギー物質研究グループが統合し、2015年４月に発足しま

した。つくばセンター第五事業所を主な拠点としており、常

勤研究職員５名、契約職員13名の他、共同研究や技術研修

等の関係者が研究活動を行っています。

当グループでは、爆薬に代表される高エネルギー物質等の

発火・爆発現象の解明を進め、安全性評価手法や安全化技術、

爆発影響を低減化する技術、高エネルギー物質を有効に利用

する技術など、爆発安全に関連した基礎から応用に至る幅広

い研究を実施しています。また、火薬類の行政ニーズにも積

極的に対応しており、大規模な野外爆発実験も実施していま

す。得られた成果は、安全な取扱技術の基準作成等に反映さ

れると共に、国連試験法の提案などを通じて国際的な危険物

質の取扱基準の策定に役立てられるなど、安全・安心な社会

の実現に貢献しています。ここでは、当グループが実施して

いる特色ある研究の一部を御紹介いたします。

爆発安全性評価や爆発影響低減化技術の開発等、主に行政

ニーズに対応する研究として大規模な野外爆発実験を実施し

ていることは、当グループの特徴的な研究の一つと言えるで

しょう。経済産業省（旧通商産業省）は、昭和36年（1961年）

から、全国各地の陸上自衛隊の演習場を借用して、火薬類の

製造・貯蔵・消費に係わる保安技術基準の確立と改正に必要

な基礎資料を得るために、大規模な実験（野外実験）を継続

して実施してきました。当グループを含めて、産総研で火薬

類の爆発関連研究を行うグループは、工業技術院（国立研究

所）の時代から、火薬類の爆発影響低減化技術に関する研究

の一環として、毎年、この野外実験に参画しており、爆風圧、

地盤振動、飛散物、騒音など火薬類取締法の改正に資する

データを収集・解析・提供することで、火薬類の保安行政な

らびに安心・安全な社会の実現に貢献しています。図１はア

ンホ爆薬160kgの地表面爆発を高速度カメラで撮影した結

果です。ここ数年の野外実験では、火薬庫の周辺で近年急速

に進んでいる宅地化への対応、また、巨大地震や豪雨災害な

ど大規模災害が起きた場合の火薬庫や土堤の健全性の確認を

目的とした実験テーマが選ばれています。具体的には、保安

距離の短縮が期待できる新しい構造の火薬庫（地下式火薬

庫）、敷地の専有面積がコンパクトになる新しい構造の土堤

（片側垂直土堤）、爆発飛散物の規模効果、火薬類の爆発威力

定量化、などに関する実験です。これまでに実施した野外実

験の内容と結果の詳細については、年度ごとの報告書にまと

められており、経済産業省のホームページで閲覧・ダウン

ロードが可能です。

野外爆発実験や所内の爆発実験施設（図２）などを用いた

実験的な研究に加えて、近年では計算科学的な研究にも注力

しており、数値解析を用いた爆発研究の実施を目指した高速

高精度な数値解析手法の開発を進めています。爆発安全に係

る国際活動においては、国連危険物輸送委員会に参加し、国

際的な危険物質の取扱基準の策定等に参画することによっ

て、国際的にも安全・安心な社会の実現に貢献しています。

国連の危険物輸送小委員会（TDG）では、火薬類を含む危

険物の輸送規制を国際的に統一することを目的として、２年

ごとに「危険物輸送勧告」を出版し改訂しています。この国

連勧告は、航空・船舶の輸送規則、国内法あるいはJIS等に

取りこまれ、我々の生活や産業活動に大きな影響を及ぼして

います。当グループでは、全国火薬類保安協会からの依頼を

受け、TDGに火薬類専門家の立場で参加し、火薬類保安に

関する国内の要望を国連勧告に反映させるべく活動を行って

います。これまでに、国連勧告が定める火薬類分類法に関

し、１）新規な化学物質が火薬類に該当するか否かを判定す

るためのスクリーニング手順の改正、及び２）煙火（花火）

のフラッシュ組成物の分類試験法の改正の２つの成果が得ら

れました。前者は当グループを中心に実施された「発熱分解

エネルギー測定に関する標準化研究」の結果をもとにしてお

り、後者は、当グループが日本煙火協会や米国運輸省と協調

して行った研究成果が生かされています。

行政ニーズ対応だけでなく、民間企業等との共同研究を通

じて、火薬類を有効利用した材料開発やリチウムイオンバッ

テリーの熱安定性等に関する研究も行っています。民間およ

び行政と連携しながら、幅広い視点での爆発安全研究を進め

ています。

受賞者名：社会とLCA研究グループ　田原聖隆
受賞概要：
　「インベントリデータベースIDEAの開発」が第13回LCA日本フォーラム表
彰 経済産業省産業技術環境局長賞を受賞しました。LCA日本フォーラム表
彰とは、「製品のライフサイクルから環境負荷削減に取り組む企業、組織、
研究者を応援する」ことを目的とした表彰制度です。受賞理由としては、
IDEAv1の公開やカーボンフットプリントプロジェクトの公開データベースに
利用されるなど、企業のLCA活動に貢献したことや、英語化や海外データ
フォーマットへの互換性の追加など海外への展開も視野に入れたIDEAv2を
公開の貢献が認められ受賞することが出来ました。これからもLCAの発展の
ためにデータベース開発を実施していきます。　

（受賞日：2017年2月24日）

受賞概要：
　「微燃性冷媒リスク評価研究会 最終報告書」が日本冷凍空調学会より学術賞を受
賞しました。地球温暖化の観点から、GWP(地球温暖化係数)のより低い次世代冷媒
として微燃性冷媒が期待されていますが、僅かに燃焼性（微燃性）を有するため、学
会内で立ち上げたリスク評価研究会に参画して燃焼危険性のリスク評価を行ってきまし
た。最終報告書として取りまとめた評価結果は微燃性冷媒に関する冷凍保安規則の改
正にも反映され、今回の受賞となりました。

（受賞日：2017年5月15日）

受賞者名：爆発利用・産業保安研究グループ　和田有司、佐分利禎

7

研究グループ紹介：爆発安全研究グループ
爆発安全研究グループ　若林邦彦

受賞報告

賞タイトル：平成２８年度 日本冷凍空調学会賞（学術賞）

10 m

図２　爆発実験施設（大ピット）図１　アンホ爆薬の爆発状況
（経済産業省主催の平成27年度火薬類保安技術実験の結果）

賞タイトル：第13回 LCA日本フォーラム表彰 経済産業省産業技術環境局長賞
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研究者を応援する」ことを目的とした表彰制度です。受賞理由としては、
IDEAv1の公開やカーボンフットプリントプロジェクトの公開データベースに
利用されるなど、企業のLCA活動に貢献したことや、英語化や海外データ
フォーマットへの互換性の追加など海外への展開も視野に入れたIDEAv2を
公開の貢献が認められ受賞することが出来ました。これからもLCAの発展の
ためにデータベース開発を実施していきます。　

（受賞日：2017年2月24日）

受賞概要：
　「微燃性冷媒リスク評価研究会 最終報告書」が日本冷凍空調学会より学術賞を受
賞しました。地球温暖化の観点から、GWP(地球温暖化係数)のより低い次世代冷媒
として微燃性冷媒が期待されていますが、僅かに燃焼性（微燃性）を有するため、学
会内で立ち上げたリスク評価研究会に参画して燃焼危険性のリスク評価を行ってきまし
た。最終報告書として取りまとめた評価結果は微燃性冷媒に関する冷凍保安規則の改
正にも反映され、今回の受賞となりました。

（受賞日：2017年5月15日）

受賞者名：爆発利用・産業保安研究グループ　和田有司、佐分利禎
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研究グループ紹介：爆発安全研究グループ
爆発安全研究グループ　若林邦彦

受賞報告

賞タイトル：平成２８年度 日本冷凍空調学会賞（学術賞）

10 m

図２　爆発実験施設（大ピット）図１　アンホ爆薬の爆発状況
（経済産業省主催の平成27年度火薬類保安技術実験の結果）

賞タイトル：第13回 LCA日本フォーラム表彰 経済産業省産業技術環境局長賞
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新研究員紹介

編集後記

リスク評価戦略グループ　眞野浩行
　４月より安全科学研究部門に着任しました眞野です。筑波大学に入学して以降、か
れこれ、つくばに20年ほど住んでいます。大学時代には野原だった場所に、つくばエ
クスプレスの効果もあってか、次々とお店ができて、今ではだいぶ便利になったなあ
と感じます。産総研に入所する前は、国立環境研究所の環境リスク研究センター（現 
環境リスク・健康研究センター）に５年、土木研究所の水環境研究グループ水質チー
ムに５年おりました。国環研では化学物質の生態影響に関する研究、土研では下水処
理水の生態影響や水生生物に対する下水再生水の安全性を評価する研究に取り組んで
きました。これらの研究では、ミジンコなどの試験生物を使ったばく露試験を行って
きました。今後は、試験生物を用いた実験的な手法を用いて、化学物質の複合ばく露
や排水の生態影響評価に関する研究に取り組んでいきたいと考えています。どうぞよ
ろしくお願いいたします。

　皆さま、はじめまして。本年度４月より安全科学研究部門のリスク評価戦略グルー
プに配属になりました、岩﨑雄一と申します。産総研に入って、人生で初めて新人研
修というものを受け、なにやら（中の人にも同期にも）おもしろい人たちが結構いらっ
しゃり、思いのほか楽しくワクワクしました。負けじと精一杯精進したいと思います。
　私は、これまでに亜鉛や銅といった金属類が河川水中に（高い濃度で）存在すると「生
物相にどのような影響を及ぼすのか？」や「では、どの程度の濃度なら許容可能なの
か？」といったような問いをテーマとして、野外調査や数理・統計モデリングに中心
に研究を行ってきました。
　産総研では、「使われてなんぼ」の実践的な生態リスク評価をより意識して、野外デー
タを利用した生態リスク評価研究を中心に取り組み、国際的な視野をもって研究成果
の社会実装を試みていきたいと考えております。今後とも皆さまのご指導、ご鞭撻の
ほど、よろしくお願い申し上げます。

リスク評価戦略グループ　岩﨑雄一

　本田一匡前研究部門長（現産総研西
事業所長）が本年３月末に定年退職を

迎えたため、４月に部門長等の部門幹部の人事異動がありま
した。今号は４月に新部門長に就任した緒方雄二部門長のイ
ンタビューや４月に新設された研究ラボ（IDEAラボ）が目指

すものを中心とした構成としました。新研究員２名の紹介を含
め、全体としては皆様へのご挨拶・自己紹介といった内容を主
にまとめております。緒方部門長の巻頭言とインタビューから今
後の部門の方向性を読み取っていただけると幸いです。

（若林　記）

今年４月に部門長を拝命しました。本田前部門長に引き続き、皆さまのご指導・ご鞭撻をよろ
しくお願いします。安全科学研究部門は、設立されて今年で１０年目になります。１０年ひと昔前と
の言葉もありますが、３つの研究センターが統合され安全科学研究部門が設立されたのが最近の
ことの様に思われます。

安全科学研究部門は、現在、エネルギー・環境領域に所属し、環境・安全技術「リスク評価
からリスク・トレードオフ、リスクコミュニケーションへ」を担当しています。化学物質や材料、エ
ネルギーを適切に利用するためのリスク評価・管理手法を開発するとともに、産業事故の防止及
び被害低減化に向けた技術開発を行っています。これらの研究は、国民生活・産業基盤を支える
重要な研究課題です。安全科学研究部門では、このミッションを遂行するために、２つの部門重
点課題を選定し、研究開発を実施しています。
①安全管理政策に資するリスク評価研究：産業と環境が共生する社会の実現に向けて、化学物

質や材料、エネルギーを適切に利用することで環境リスクやフィジカルリスクを低減することを
目標とした研究開発を実施しています。この研究開発では、環境リスクやフィジカルリスクを評
価し、管理手法の研究開発を行い、行政・企業等の社会ニーズに対応しています。また、リス
ク評価手法の国際化にも対応して進めています。

②鉱工業のイノベーションを支えるリスク評価技術の開発：この研究課題では、産業と環境が共
生する社会の実現に向けて、化学物質や材料、エネルギー・環境評価等のイノベーションを支える
産業から地球規模のリスク評価・管理手法を開発するとともに、産業の安全及びリスク低減化
に向けた評価技術の開発を行います。これらの研究成果は、橋渡し研究として期待されています。
冒頭に戻りますが、安全科学研究部門が設立され１０年目になりますが、この間に、東日本大

震災を経験し、社会情勢も大きく変化しました。また、産総研を取り巻く研究環境も同様に変化
しました。安全研究では、「想定外」はなく、適切な安全性評価が要求されています。安全科学
研究部門の目指す社会は、持続的成長可能な社会で、国民が安全・安心に暮らせる社会の実現
です。これの実現に向けた研究開発は、進めています。リスク評価研究では、産業と環境が共生
できる社会でリスク選択社会の実現を目指しています。また、新しい技術等が開発され、その技
術が社会で受け入れられるためには、安全・安心な技術であり、社会受容性を評価することが重
要になります。これらの評価研究は、開発された技術を社会へ「橋渡し」するために、必要な評
価研究になります。今後の安全科学研究部門の進展にご期待して頂ければと思いますので、よろ
しくお願いします。

安全科学研究部門の目指す社会

安全科学研究部門長
緒方雄二
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